
－29－ 

１３.人材の確保、育成、定着 

 

①人材の確保における望ましいと考える雇用形態 

 

人材の確保における望ましいと考える雇用形態について、全産業で「正社員（中途採用）」

とする回答が７９．１％と最も多く、以下「正社員（新規学卒者）」が５２．８％、「パ

ートタイマー」が２７．０％と続いている。 

業種別では、「正社員（中途採用）」が製造業計で８１．０％、非製造業計で７７．０％

とともに最も多くなっている。 

 

第 30図表 人材の確保における望ましいと考える雇用形態（複数回答、業種別） 
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②人材確保のための募集・採用ルート 

 

人材確保のための募集・採用ルートについて、全産業で「公共職業安定所（ハローワー

ク）からの紹介」とする回答が７７．０％と最も多く、以下「就職情報サイトへの求人情

報の掲載」が５３．８％、「自社ＨＰへの掲載」が３７．５％と続いている。 

業種別では、「公共職業安定所（ハローワーク）からの紹介」が製造業計で７４．４％、

非製造業計で７９．９％とともに最も多くなっている。 

 

第 31図表 人材確保のための募集・採用ルート（複数回答、業種別） 
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③従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力 

 

従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力について、全産業で「職階（初

任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」とする回答が７８．０％と最も多く、以

下「業務に従事するために必要な資格の取得」が６３．４％、「コミュニケーション能力」

が４７．７％と続いている。 

業種別では、「職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能」が製造業計で

７８．８％、非製造業計で７７．２％とともに最も多くなっている。 

 

第 32 図表 従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力（３項目以内複数回答）  
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④人材定着のために行う取組 

 

従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力について、全産業で「資格

取得支援」とする回答が５５．２％と最も多く、以下「若手社員の給与水準の引き上げ」

が４９．６％、「ワーク・ライフ・バランス（福利厚生）の充実」が４９．４％と続い

ている。 

業種別では、「若手社員の給与水準の引き上げ」が製造業計で５２．２％、「資格取

得支援」が非製造業計で６５．６％と最も多くなっている。 

 

第 33図表 人材定着のために行う取組（複数回答、業種別） 
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⑤直近３年度における新卒及び中途採用者の定着状況 

 

直近３年度における新卒及び中途採用者の定着状況について、全産業では、入職者数

２，７０６人、平均入職者数７．４人に対し、離職者数８８５人、平均離職者数２．４人

で、離職率は３２．７１％となっている。 

 

第 34図表 直近３年度における新卒及び中途採用者の定着状況（業種別） 
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